
記載例 新型コロナウイルス感染症の影響による事業収入等の申告書 

納税義務者 
            

住所 
                   

 現在の国民健康保険加入者全員の収入、所得の状況は下記のとおり相違ありません。 

１．【主たる生計維持者の状況】※太枠内のみ記載。□はあてはまるものに☑。 

氏   名  就 労 状 況 □廃業 □失業 収入減少 

生 年 月 日 年 月 日 被 保 険 者 資 格 国保 □国保以外 

減収見込みの収入の種類および 

令和４年１月から１２月までのその収入の見込額 

給与 □事業 □不動産 □山林 

１月    円 ４月   円 ７月   円 １０月   円 

２月    円 ５月   円 ８月   円 １１月   円 

３月    円 ６月   円 ９月   円 １２月   円 

令和３年のその収入の額（Ａ） 

令和３年１月から１２月まで 

令和４年のその収入の見込額 

（上記１月から１２月までの合計：Ｂ） 

減収割合 

（１－Ｂ／Ａ）×１００ 

円 円 ％ 

令和３年中の合計所得金額 左のうち減収見込みの収入に係る所得金額 

①（日野町記入欄）              円 ②（日野町記入欄）              円 

※ 保険金、損害賠償等により補填される金額や国、県、町から支給される各種給付金は収入額に含みません。 

※  減少割合が３０％未満の場合、①欄の金額が１，０００万円超の場合、②欄の金額が０円以下の場合、減収見込 

みの収入に係る所得金額以外の前年の所得の合計額が４００万円超の場合は減免の対象となりません。 

 

２．【被保険者の状況】（申請日時点の国民健康保険加入者）※太枠内のみ記載 

氏名 申請日時点の職業 令和３年中の合計所得金額 ③(日野町記入欄) 

  円 

  円 

  円 

  円 

 合計 円 

※ 令和４年４月１日時点で満１６歳未満の者を除く。 

 

３．【主たる生計維持者の減収見込みの収入に係る添付書類】 

 昨年の収入が分かるもの（源泉徴収票や確定申告書・町県民税申告書の控えなど） 

 令和４年１月から申請する月までの事業収入等が分かるもの 

（月々の給与明細書や収入が確認できる帳簿など） 

□ 事業の廃止、失業の場合は事業の廃止や失業したことがわかるもの 

（廃業届、退職証明書、解雇通知書、雇用保険受給資格者証など） 

【新型コロナウイルス感染症にかかる減免申請用】 

・新型コロナウイルス感染症の影響で減少することが見込まれる収入

の種類にチェックをつけてください。 

・なお、ここに記載の収入以外（年金や株の取引きによる収入など）

の減少は減免の対象となりません。 

・収入の見込額は、令和４年1月から申請時点までの給与明細書（総支給

額）や収入の帳簿等から見積もってください。 

 

・左の例では、1月から3月までは平年並みの給与収入20万円でしたが、

4月から6月は新型コロナウイルス感染症の影響で、収入額が10万円に

減少した場合の例としています。7月以降も同様の状況が続くと予想し

て、7月以降も10万円として見積もっています。 

 

・令和３年の収入額を源泉徴収票や申告書等から転記してください。 

※持続化給付金等の国、県、町から支給される各種給付金は収入額に含みません。 

 

・確定申告や町民税県民税の申告をしていない方で 

「令和３年分 給与所得の源泉徴収票」をお持ちの方の場合 

 源泉徴収票の左上にある「支払金額」欄の金額を記入してください。 

 なお、複数の源泉徴収票をお持ちの場合は、支払金額欄を合計して記入してください。 

 

・「令和 03 年分の確定申告書」をお持ちの方の場合 

申告書左上にある「収入金額等」の中で、今回減少することが見込まれる収入の種類の

欄の金額を記入してください（上でチェックをつけた収入）。 

 

・「令和４年度 町民税・県民税申告書」をお持ちの場合 

申告書右上にある「1収入金額等」の中で、今回減少することが見込まれる収入の種類

の欄の金額を記入してください（上でチェックをつけた収入）。 


